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論 文 内 容 の 要 旨
1
『資本論』が恐慌論の具体的化にたい して与え うる直接的な可能性は、利潤率傾向的低下法則 と






よい。一方では、 この世に実在 している使用価値の生産の拡大を実現するかたちで、 したがって既
存の生産部面に。そ して他方では、それ以前には見るととのできなかった新たなる使用価値を生産
する新規の分野を開拓するかたちで、 したがって新生産部面に。
既存の商品の生産を論 じるさいに我々が確認 しておかなけれぽならない絶対的条件は次の ような
ことであろう。すなわち、すべての生産にとって、それぞれに、許される生産物の量の総体的な大


























ひとたび恐慌が発生 して しまったなら、すべての資本家は、すでに過剰生産をきた してしまった
既存の生産部面のごときに気を奪われていてはならない。そのとき、すべての資本家は、社会的欲
望を刺激 しうる新たなる使用価値を持つ商品を創出する努力に没頭 しなけれぽならない。恐慌に続
く、時期における極端なまでに低下 した諸商品価格 と労賃がその物質的基礎を提供するであろ う。 こ
こに、労働の生産性の上昇とならぶ、社会的生産の発展のもう一つの重大な契機がある。
恐慌後の回復過程は、決定的に、新規使用価値創出的な投資によって主導される。この形態の投
















割 り引かせ、手にする流通能力を量的に切 り下げつつ質的に絶対化 してもよいであろう。
このような信用に基づく商品流通のうちには以下のごとき根本的な矛盾が潜蔵されている。すな
わち、産業資本によって生産 される商品の価値実現は、ある部分、最終的な消費者 とはかかわ りの
ない銀行資本による貨幣の融通 との関係に入る、とい う矛盾である。生産者たる産業資本 とそれに
たいする本来の規定者たる消費者のあいだに介在 し、商品価値の実現に両者の純粋な関係以外の契





































論 文 審 査 結 果 の 要 旨
1.
本論文はr資本論』体系の内と外に跨る恐慌論のあ り方を確定 し、それぞれの論理次元に対応 し













それはマルクスの構想 した膨大な経済学批判体系の基礎部分 として、 より進んだ展開のための萌芽
・可能性を包含 していなければならず、その意味で 『資本論』は 「競争論」に属する恐慌論との結
節点を含んでいるのであって、その具体的個所は、主 として 『資本論』第3部 第3編第15章である。
そこでのテーマとされる 「利潤率の傾向的低下の法則」 と全般的過剰生産恐慌とは、後段に見るよ
うに、極めて密接な関係にある。
第2章 「『資本論』第2部 第3編 の理論的内容」および第3章 「マルクスの社会的総資本論」の
内容は以下の如 くである。マルクスはr剰 余価値学説史』において、部分的過剰生産 しか認めない
















なるカテゴリーは、第2部 第3編 における論定によって前提される。第一の転化が第2部 第1・2
編、第二の転化が同第3編 の媒介と対応する所以である。こうした観点にたって著者は、再生産表
式を立脚点としつつ、生産の消費からの相対的独立性、第1部門主導の資本蓄積、固定資本の更新
の特殊性 とそれに伴 う需要構造の変則的性格、等を不可欠の要因 と考える、恐慌論に関するひとつ
の有力な議論は、あらゆる生産部門における固定資本の更新時期の一致(と くた最初の循環におけ
るそれ)の 論証や、消費=需 要的側面の軽視等の点で不十分であ り、何よりも市場価格の運動、架
空の需要形成 という媒介を経 ないで恐慌を論 じている点で根本的疑問を禁 じ得ない、とい う。
第4章 「利潤率傾向的低下法則 と全般的過剰生産恐慌」では、いわゆる 「利潤率の傾向的低下法
則」は本質と現象の二契機の統一 として把握されるのであって、こうした把握によって同法則と恐






下の理解 と共通す る側面が認められるが、 しかしマルクスの競争論は、資本の内的本性が資本家の






















る。一般に、「恐慌は…大きな新投資の出発点をなす」 といわれ るが、ここにい う 「新投資」 とは、
新生産蔀面への投資を中心的なものと考えるべきであ り、恐慌に続 く時期における低下した商品価
格と労賃とがその物質的基礎を提供するのである。新生産部門の開設を動因として再生産過程が活










終章 「貨幣資本の過多について」では、上記の著者の独自の 「過多」解釈が敷衛 されている。著











とい う、困難な課題に果敢に取 り組み、それなりに首尾一貫した一つの試論を提示 し得ている、と

















う浮き彫 りにされたのではないか、 と惜 しまれる。また、個 々の論点について言えぽ、いわゆる蓄
積論と著者のいう社会的総資本論との関連、「資本一般」としての 『資本論』体系 と 「競争論」と
の関連、資本過剰 と商品過剰 との関連等、必ずしも明快な説明が与えられているとは言えない部分
を残している。これらは著者の今後の課題であろ う。
以上を総合 して、本論文は、残された問題はあるものの、一定の水準に達 している論文であると
評価できる。 よって、本論文は経済学博士論文として合格 と判定する。
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